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検証テーマ及びインタビュー実施時期

1 総務 ●

2 総務 ●

3 企画 ●

4 総務・保福 ●

5 総務・環生 ●

6 環生 ●

7
総務・企画・環
生・保福・経商

●

8 環生・保福 ●

9 暮らし 生活再建支援
被災者生活再建支援金・災害援護資金・災害弔慰金・災害障害見舞金・住宅再
建支援等

総務・保福・土木 ●

10 寄附金・義援金 総務・保福 ●

11 県外避難者支援 企画 ●

12 生活保護・生活復興支援資金貸付（生活福祉資金貸付） 保福 ●

13 在宅避難（被災）者支援 企画・保福 ●

14 被災者の健康支援 健康支援  （健康調査・歯科口腔健康・食生活・リハビリ等） 保福 ●

15 （心と身体のケア）
心のケア対策
（こころのケアチーム，みやぎ心のケアセンター，被災児童）

保福・教育 ●

16 病院・有床診療所・高齢者福祉施設・障害者福祉施設等の復旧 保福 ●

17 高齢者・障害者支援 保福 ●

18 見守り活動（サポートセンター（市町村）との連携を含む） 保福 ●

19 文化芸術活動等 環生 ●

20 被災児童等のケア 就学支援・震災遺児・孤児対策 保福・教育 ●

21 企画・環生 ●

22 教育・総務 ●

23 住まい 総務・土木 ●

24 保福・土木 ●

25 災害公営住宅の整備 土木 ●

26 まちづくり 環生 ●

27 公共インフラ復旧（ライフライン確保） 土木・企業 ●

28 道路・橋りょう・災害査定対応 土木 ●

29 河川・海岸保全施設 土木・農政・水林 ●

30 港湾施設の復旧・災害査定対応 土木 ●

31 県立都市公園の復旧・復興・災害査定対応 土木 ●

32 復興まちづくり 防災集団移転・土地区画整理・津波復興拠点整備等 土木 ●

33 企画 ●

34 教育 ●

主な関係部局

公共土木等施設の復旧

埋蔵文化財発掘調査

住宅の被害認定

応急仮設住宅の整備・運営（プレハブ・民間賃貸）

地域コミュニティの再生支援

学校・文教施設等の復旧・再建

医療救護対策

生活必需品の確保
（支援物資・燃料・し尿処理、仮設トイレ等）

災害廃棄物の処理（被災自動車の処理含む）

Ｒ1
年度

Ｒ2
年度

Ｒ3
年度

被災直後

公共交通機関の復旧

埋火葬対応

避難所の設置・運営支援
（食品衛生、二次避難、1.5次避難含む）

災害ボランティア（NPO，NGOによる活動支援含む）

災害対策本部の設置・運営（地域防災計画の見直しを含む）

人命救助・救急活動の展開

国等被災地視察への対応

大分類 中分類 テーマ
新テー
マNO.
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主な関係部局
Ｒ1
年度

Ｒ2
年度

Ｒ3
年度大分類 中分類 テーマ

新テー
マNO.

35 産業・生業の再生 農林水産業 金融対策（制度資金・融資） 農政・水林 ●

36
農地・農業用施設の復旧（農地の除塩・畜産等含む）及び農地の再構築・災害
査定対応

農政 ●

37 先端技術の導入等による取組拡大 農政・水林 ●

38 販路回復支援（輸出，農林水産物のブランド化含む） 農政・水林 ●

39 漁港（魚市場含む）の復旧・災害査定対応 水林 ●

40 漁場（ガレキ撤去含む）の復旧・災害査定対応 水林 ●

41 漁船・共同利用施設（養殖業含む）の復旧・災害査定対応 水林 ●

42 林業施設の復旧（治山等）・災害査定対応 水林 ●

43 特用林産物分野の復旧・復興 水林 ●

44 木材産業の復旧・復興 水林 ●

45 担い手の確保・育成 農政・水林 ●

46 商工業 事業再開支援（グループ補助金・金融対策等） 経商・水林 ●

47 企業誘致（復興特区・津波補助金等） 経商 ●

48 観光再生 経商 ●

49 雇用の維持確保（緊急雇用創出事業） 経商 ●

50 食の安全安心 除染・汚染農業廃棄物（稲わら等）の保管・処理　※損害賠償含む 環生・農政・水林 ●

51 出荷制限への対応（放射性物質検査を含む）・風評対策　※損害賠償含む 環生・農政・水林 ●

52 その他 女川原発の対応（原子力センターの再建含む） 環生 ●

53 環生 ●

54 支援体制づくり 総務・企画 ●

55 企画 ●

56 総務 ●

57 総務 ●

58 総務 ●

59 出納局 ●

60 企画（総務） ●

61 総務・企画 ●

62 教育 ●

63 企画 ●

64 企画 ●

65 教育 ●

66 創造的復興 経商・土木 ●

67 土木 ●

68 保福 ●

69 水林 ●

70 環生 ●

71 経商 ●

72 その他 各部局 ●

指定廃棄物の処理・放射性濃度が8,000Bq/kg以下の廃棄物の処理

防災教育の充実

震災復興計画の策定

学校再開支援

民間企業等との連携（協定・復興イベント等）

行政庁舎・県施設の復旧（帰宅困難者対応を含む）

東京電力福島第一原
子力発電所事故への
対応

次世代放射光施設の整備

その他

東日本大震災復興基金・東日本大震災復興交付金・震災復興特別交付税の取扱いと運用

職員の確保
（自治法派遣職員の要請と受入，再任用，任期付職員等の応援職員の受入，新規採用職員の増）

再生可能エネルギーの導入

仙台空港の民営化

被災市町の職員の確保

国への復興財源等要望（復興構想会議対応含む）

復興推進体制の構築（組織改編及び震災復興本部の設置・運営）

会計・契約事務の対応

広域防災拠点の設置

医学部の新設

水産業復興特区制度の創設

風化対策（広報等）・震災伝承（遺構保存を含む）


